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６．事務共通化運用実証の結果分析（補足） 

 
６－１ 業務部会におけるシステム要件分析 

業務部会におけるシステム要件でどの様な特徴があったのか、業務別素案数、業務部会の開催回数、

および審議時間の観点からグラフ化して分析を行った。 

(1) 業務別素案数における分析 

素案の集計を業務別にグラフ化し、分析した。 
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1) 大分県、宮崎県で共通の特徴 
① 健康管理に関しての要件の多さ 
大分県では、健康管理（成人健診、保健指導、母子健診、予防接種）で１３１件の要件があが

っているが、そのうち８４件が日田市からの要求であった。 

同じく、宮崎県でも３１４件の要件があがっているが、そのうち１８７件が延岡市からの要求

であった。 

健康管理システムなどは｢市町村の裁量がある業務｣のため、既存システムの導入時に変更を行

っている。そのため、日田市、延岡市は現行システムとの比較で要件が多くなったと考えられる。 

また、他団体との運用の違い（日田市：自庁での運用、他団体：委託）も要因であることがわ

かった。 

小規模な市町村は、健診業務の健診案内作成と発送事務を外部機関へ委託することが多く、業

務パッケージに必要な機能は、健診対象者の一覧を作成することに絞られていた。 

大規模な市町村は、職員が健診業務の健診案内作成と発送事務を自庁にて実施しており、業務

パッケージには様々な機能が必要となっており、運用の違いによる相違があることがわかった。 

 

② 税業務、国民健康保険に関しての要件の多さ 
国民健康保険（賦課、資格）や固定資産税、個人住民税等、税業務に関しての要件が多い。 

税業務の特性（求められる機能要件の多さ、賦課計算の複雑性など）に起因すると考えられる。 

 

2) 大分県での特徴 
① 福祉業務について（健康管理を除く）の要件の少なさ 
大分県の団体については福祉業務については全てシステム化されていない現状があった。 

現状はシステム化しなくても十分に運用できる状況である為、要件があがってこなかったと考

えられる。 

システム化されている健康管理や障害者医療、障害者福祉に関しては要件があがっていた。 

② 宮崎県と比較して、財務会計の要件の少なさ 
大分県の参加団体では、クラウドで使用するシステムが、現状使用しているシステムのバージ

ョンアップ版であるため、追加の要件があがってこなかったと考えられる。 

 

3) 宮崎県での特徴 
① 財務会計に関しての要件の多さ 
財務会計について、宮崎県では１５４件の追加要件があがっているが、その全てが延岡市から

の要件であった。 

延岡市では現行システムが変更された場合の事務手順や規則の変更など、役所全体の影響を考

慮した要件が多数あがっていたためと考えられる。 

② 福祉業務についての要件の多さ 
福祉業務は宮崎県の全ての団体で本実証に参加しており、財務会計業務と同様に現行システム

が変更された場合の影響を考慮した要求が多数あがっていたためと考えられる。 
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   (2) 開催数における分析 

     開催数が少ない要因や多くなる要因を下記のとおり分析した。 

1) 大分県での特徴 

要件数に比例して、開催数が多い傾向にあるが、要件数が多いにも関わらす、開催回数の少ない

業務や、要件数が少ないにも関わらず、開催回数が多い業務も存在した。 

対象の業務は以下のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

① 要件数が多いにも関わらず、開催数の少ない業務の要因 
国民健康保険（賦課）および健康管理（成人健診）について、要件数は多いものの、取下げ

となった要件やパッケージで標準実装されている機能が多かった。 

そのため、審議対象となった要件が少なくなり、開催回数が少なくなっていた。 

取下げの要因としては、内容重複によるものや、外部システムとの連携等、実証範囲外機能

の要件によるものがあった。 

 

② 要件数が少ないにも関わらず、開催数の多い業務の要因 
宛名管理、国民年金ともに複数回審議した要件があったため、開催回数が多くなっているこ

とがわかった。 

 

a．宛名管理と開催数 

要件５件のうち、３回協議されているものが１件あった。 

 

要  求 

現在、日田市では死亡者を宛先とした文書の送付を控えるため、住民基本台

帳で死亡入力をされた住民についてその時点での世帯主を納税管理人として設

定しています。 

しかし、税務課では、次のような送付先の区分けをしています。 

    死亡者 ： 相続人代表者届けを提出してもらう 

    その他 ： 納税管理人の届けを提出してもらう 

現在、納税管理人の区分について、死亡時に設定されたものか、届出により

設定されたものか、判断がしづらい状況となっています。 

このため、死亡者に送付しないようにすることは重要なため、次のように区

分できないか？ 

    死亡者 ： 相続人代表者届けを提出してもらう    代納者 

    その他 ： 納税管理人の届けを提出してもらう    納管人 

       ： 死亡時に自動で設定される送付先     送付先 

 

必 要 性 

納税を管理する上で必要となる。 

 

・杵築市より提示があった資料について報告 

 ①各税とも独居老人が死亡したケースを除き新世帯主へ送付している。 

 ②軽自動車税の場合は名義変更及び廃車手続きを促すために死亡者へ送付し

ている。 

 ③杵築市としては日田市同様の自動設定でも運用可能である。（自動設定の方

が良い） 

・宇佐市としては自動設定の運用は難しいと思うし、各業務部会への確認が必

要と思う。 

 

検討結果 

個別機能 

但し、日田市の仕様が決定次第、仕様をオープンにし各団体の活用有無の確

認を再度行います。 

業務  要件数  開催数 特徴  

国民健康保険（賦課）  ９４件   ３回 開催回数が少ない 

健康管理（成人健診）  ６４件   ３回 開催回数が少ない 

宛名管理   ５件   ４回 開催回数が多い 

国民年金  １８件   ４回 開催回数が多い 
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・ 上記は死亡時の納税管理人の自動設定に関する案件で、日田市よりあがったが、人口規模

の相違により、各市で運用が異なり、意見のとりまとめに時間がかかった。 

 

b．国民年金と開催数 

要件１８件のうち、３回審議されているものが２件、４回審議されているものが１件あった。 

 

要  求 
６５歳到達日が表示されていること。 

 

必 要 性 

事務上、６５歳到達日が判ると便利であるため。 

・業務上、６５歳到達日を確認して事務処理することがあるため、画面上で確

認できるとよい。 

・納付可能月数も画面上で確認できるとなおよい。 

・国民年金を請求する際に対象者を確認するため。 

 

検討結果 

個別機能 

※３市協議の結果、個別機能との判断といたします。（日田市様） 

 

 

・ 上記は「画面への６５歳到達日の表示に関する要件」で表示内容の統一について模索した。

参加団体で協議の結果、日田市の個別案件とし、本運用の際に別途協議することとなった。 

 

要  求 

日にちを指定し、その間に免除申請のあった者の全ての番号、名前、生年月

日および住所の一覧表が作成されること。 

 

必 要 性 

免除申請を大日本年金機構に送る際、申請書と一緒に請求される方のリスト

を年金番号順にわかりやすいよう送付しています。また、申請者がすぐにわか

るようにリストには「名前」「生年月日」「住所」を記載しています。また、年

度内に転入や転出があった場合にはその情報を載せ、未申告や推計課税の情報

もリストに載せて送付しています。 

杵築市も同様のものがあればよい。 

 

検討結果 
パッケージ機能範囲で実装 

 

 

・ 上記は「免除申請の一覧表に関する要件」で参加団体の状況調査をふまえて、帳票様式を

含んだ事務の統一ができるか模索した。統一化に向けた協議を行ったが、「参加団体で事務

処理が異なっている」、「年金機構への帳票仕様についての確認した結果でも、日田市から

の要件と一致していなかった」ことから個別案件とし、本運用の際に別途協議することと

なった。 

 

要  求 

月次報告（毎月 1日および 15日締め） 

端末入力事項（取得・喪失・転居・転入出等）の報告 

 

必 要 性 

杵築市のこれまでの社保への報告に必要なため。 

 ※月２回や指定した期間の異動報告書の出力が可能かの確認。 

 

検討結果 

標準機能（追加） 

 ・備考欄への文言記載は法定免除のみに留めて対応を予定している。 

 ・現在、パッケージの様式で他の団体様も運用頂いており、このまま運用頂

きたい。 

  備考欄への追加記載は、本運用に向けた個別の対応とさせて頂きたい。 

 

・ 上記は年金機構への月次報告に関する要件であり、「参加団体の状況調査をふまえてパッケ

ージ機能で対応できるか」を模索した。大分県内で既に同じパッケージで運用している団

体にも確認しながら参加団体で協議した結果、パッケージの実装機能での運用となった。

ただし、備考欄への追加記載については個別案件とし、本運用の際に別途協議することと

なった。 
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2) 宮崎県での特徴 

大分県と同様に要件数に比例して、開催数が多い傾向にある。 

一方で、要件数が多いにも関わらず開催回数の少ない業務や、要件数が少ないにも関わらず、開

催回数が多い業務が存在していることも共通の傾向である。 

対象の業務は以下のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 要件数が多いにも関わらず、開催数の少ない業務の要因 
大分県と同様の要因により、開催回数が少ないことがわかった。 

・ 取下げの要件が多かった。 

取下げの要因としては、内容重複によるものや、外部システムとの連携等実証範囲外機

能の要件よるものがあった。 

・ パッケージで標準実装されている機能に関する要件が多かった。 

要件の多い業務については、開催数が多い傾向にあった。 

 

② 要件数が少ないにも関わらず、開催数の多い業務の要因 
国民年金、学校教育ともに複数回審議した要件があったため、開催回数が多くなっているこ

とがわかった。 

 

a．国民年金と開催数 

要件６件のうち、６回協議されているものが２件あった。 

 

要  求 

免除申請書） 

所得情報をもとに免除種別ごとの免除可否を自動判定できること。 

 

必 要 性 

現行のシステムが対応しているため。 

免除申請の一番よい条件での判定で自動表示がされている。 

 

検討結果 

実証対象システムでは、「１／４」や「全額」等の最適なものがデフォルト

で表示される。 

全ての免除種別を表示させる必要は無く、条件がよいと判定した案件だけ表

示させるように判断するが、クラウド対応機能としてどの様に対応するか社内

で検討する。 

『年金機構の○×調査』は宮崎県内でも、各地域の年金機構事務局により対

応が違う可能性がある。 

案件に対する宿題の答えを 8/5 までに延岡市からメーリングリストにて報

告。その結果を元に次回、業務部会を開催するか連絡を行う。 

 

 

・ 上記は自動判定する機能を実証対象システムに有しているが、この機能をより向上するこ

とを目的とした。要求された機能が参加団体で異なっており、この機能を使用した事務手

順の有効性を含めた事務統一を行うことを模索した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

業務   要件数   開催数  特徴  

財務会計（予算執行）      ７４件    ４回  開催回数が少ない  

健康管理（特定健診）      ７０件    ４回  開催回数が少ない  

財務会計（予算編成・予算執行）  ８０件    ３回  開催回数が少ない  

国民健康保険（資格）      ６６件    ３回  開催回数が少ない  

国民年金           ６件    ６回  開催回数が多い   

学校教育          ２０件    ６回  開催回数が多い   
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要  求 

汎用リスト） 

国民年金データを任意条件で抽出することができる。 

 

必 要 性 
免除申請状況や免除判定結果などの確認を行う必要があるため。 

 

検討結果 

汎用抽出機能を使用し、確認を行った。 

「標準機能（追加）」「実装」案件とする。 

 

 

・ 上記は実証対象システムに機能を有していたが、デモ機を使用した確認ができなかったた

め継続協議となった要件である。結果的には「システムに有した機能の確認ができ使用で

きる」との結論となった。今後、自治体クラウドを推進していくうえでは、「ＢＰＲの早

い段階で市町村職員が確実に機能確認できる環境を準備できるかどうか」が課題と考える。 

 

b．学校教育と開催数 

学校教育については、要件２０件のうち、５回協議されているものが３件あった。 

 

要  求 

例月処理） 

確認リスト）学齢簿データ 

条件を設定して、抽出・作成できること。 

 

必 要 性 
校区外通学者など特定の個人を抽出し、申請期間超過者の把握を行うため。 

 

検討結果 
システム標準機能での出力が可能なため。 

 

 

・ 上記は国民年金の「国民年金データを任意条件で抽出することができる。」要求と同様の

要件である。 

 

要  求 

年次処理） 

確認リスト）特記者確認リスト 

条件を設定して、抽出・作成できること。 

 

必 要 性 
校区外通学者など特定の個人を抽出し、申請期間超過者の把握を行うため。 

 

検討結果 

区域外就学について、汎用抽出に項目がある。外国人については全件抽出し、

住民区分にて絞込んで抽出が可能である。 

CSV データの項目が 140 項目以上あるが、汎用抽出の項目調整は可能。 

 

 

・ 上記は帳票の要件であるが「実証対象システムに有したデータ抽出の機能を使用した事務

手順の見直し」を実証受託事業者が提案したものである。抽出したい対象データが少数で

あるのに、システム上全データを取得する必要があることが問題となった。協議結果は市

町村職員による対象データの絞込みを行うこととなった。 
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要  求 

許可番号（「校区外通学」「区域外就学」「市外就学」）について管理し、許可

決定通知書を出力してもらいたい。 

または「許可番号」を発行時に指定して、許可決定通知書を作成できるよう

にしてもらいたい。 

 

必 要 性 

【起因】（根拠） 

法令上、市教委が就学すべき学校を指定することとなっているが、校区外通

学はその例外として、特別の事情がある場合に限り、市町村の判断によってそ

れが認められる許可制度である。許可の際、通常の市町村では許可の番号を付

すことが多く、本市でも許可番号を付して管理している。 

また、許可制度であるため、相手方の保護者に対して許可決定通知を行う必

要があり、書面で行うことが一般的であるが、当該クラウドのシステムで許可

通知書の発行（出力）が困難であるようなので、許可通知書は別ＰＣで作成・

管理せざるを得ない。 

その点を含めた管理上の観点から許可番号を付すことができるよう要求をし

ている。 

なお、当該クラウドのシステムで許可通知書の発行が可能で、かつ許可通知

書文面内容を任意に設定できる状況にあれば、この限りではない。 

 

検討結果 

事務の統一化に向け各市町でメール・電話にて協議する。 

※業務部会で協議を行う場合に限り業務部会を開催する。 

 

 

・ 上記は現在のシステムで対応ができている延岡市からの要件である。他の市町村では

独自に台帳管理を行っており、事務運用も異なっていたが「システム化することで事

務の統一が図られる」ことを前提として協議を行った。協議の結果、クラウドで使用

するシステムに当該機能を追加することとなった。 

 

c．要件数の多い健康管理（成人健診）が７回の審議で完了している点 

健康管理（成人健診）は、大分、宮崎両県で最も要件数が多いが、７回の審議で完了とな

っている。 

その要因としては、以下のとおりである。 

・ 特定健診に関する要件が含まれていたため、特定健診へ振り替えた。 

・ 類似や関連する要求事項が多くあったため、一度に複数の要件を審議できたため。 

 

3) 大分県、宮崎県での開催数での相違点 

業務部会を大分県よりも宮崎県が多く開催している。 

平均開催回数は、大分県は約２．６回であったのに対し、宮崎県は約３．７回を要した。 

 

これは宮崎県の以下の特徴によるものと考えられる。 

・ 第１回の業務部会の審議内容が、今後の業務部会の進め方や、あげられた要件に対して「や

る」、「やらない」の議論に終始してしまった。このため、本来の審議事項である｢要件に対す

る必要性の確認｣や「どのようにしたら事務統一できるか。代替案があるのか。」などについ

て再度審議を行う必要が生じたため時間がかかった。 
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(3) 審議時間数における分析 

     要件定義の素案数と審議時間数の関係を下記のとおり分析した。 

 

1) 大分県での特徴 
素案数に比例して、開催時間数が多い傾向にあるが、素案数が多いにも関わらず、開催時間の少

ない業務や、素案数が少ないにも関わらず、開催時間が多い業務が存在した。 

対象の業務は以下のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 素案数が多いにも関わらず、開催時間の少ない業務の要因 
「６－１ (2) 開催数における分析」と同様の要因が確認できた。 

国民健康保険（資格）、国民健康保険（賦課）、健康管理（成人健診）、介護保険（賦課）

について、素案数は多いものの、取下げとなった要件やパッケージで標準実装されている機能

が多かった。 

そのため、審議対象となった要件が少なくなり、開催回数が少なくなっていた。 

取下げの要因としては、内容重複によるものや、外部システムとの連携等、実証範囲外機能

の要件によるものがあった。 

 

② 素案数が多いにも関わらず、開催時間の少ない業務の要因 
財務会計について、以下の要因により、開催時間が多くかかっていることがわかった。 

・ 大分県の内部情報について、クラウドで使用するシステムは由布市、宇佐市ともに現行使

用しているシステムのバージョンアップ版であった為、追加の要件があがらなかった。そ

のため、第１回目の業務部会では、差異の機能説明を中心にデモを実施し、追加の要件を

洗いだした経緯があった。 

・ 集合形式での協議であったために意見交換が活発に行われ、協議に時間を費やした。 

 

2) 宮崎県での特徴 
大分県と同様に素案数に比例して、開催時間数が多い傾向にある。 

素案数が多いにも関わらず、開催時間の少ない業務があることも確認できた。 

対象の業務は以下のとおりである。 

 

 

 

 

 

① 素案数が多いにも関わらず、開催時間の少ない業務の要因 
「６－１ (2) 1) 大分県での特徴」と同様の要因が確認できた。 

財務会計（予算編成・決算統計）、国民健康保険（資格）について、素案数は多いものの実

証対象システムで標準実装されている要件が多かった。 

そのため、審議対象となった要件が少なくなり、開催回数が少なくなったことがわかった。 

 

② 健康管理（成人健診）の結果分析 
健康管理（成人健診）について、素案数は１４０件と大分・宮崎両県を通じて最も多いが、

「６－１ (2) 開催数における分析」で述べたとおり、特定健診に関する要件や類似する要件

があがっていたため、実際に審議対象となった要件が少なくなったために、素案数の規模と比

較して少ない時間（２６．８時間）での審議で完了している。 

 

 

 

 

 

 

業務   開催時間   要件数  特徴  

国民健康保険（資格）     ８．０ｈ  ９４件  開催時間が少ない  

国民健康保険（賦課）     ８．０ｈ  ６５件  開催時間が少ない  

健康管理（成人健診）     ３．５ｈ  ６４件  開催時間が少ない  

介護保険（賦課）      ５．５ｈ  ６４件  開催時間が少ない  

財務会計        １０．０ｈ  ２６件  開催時間が多い   

業務   開催時間   要件数  特徴  

財務会計（予算編成・決算統計）   ６．８ｈ  ８０件  開催時間が少ない  

国民健康保険（資格）   ７．０ｈ  ６６件  開催時間が少ない  
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3) 大分県、宮崎県での相違点 
① 開催時間の相違 
大分県と宮崎県の業務部会で協議時間を比較すると宮崎県での協議時間が大幅に多いことが

わかる。 

この要因としては、以下のとおりである。 

・ 「６－１ (2) 開催数における分析」にて述べたとおり、第１回の業務部会を行った後に

再度、要求事項の必要性や事務統一について協議を行ったことが要因のひとつにあげられ

る。また、要件に対する必要性のヒアリングに時間が掛かったため、予定していた時間内

に完了せずに継続してヒアリングを行った経緯がある。 

・ 健康管理（成人健診）・健康管理（特定健診）ではなかなか要件を解決できないため、一

回の業務部会で７時間を越える協議を行っていた。 

 

業務部会の長時間化については、準備不足（事前に審議内容の確認等）も要因の一つと考え

られる。 

実証受託事業者や参加団体における事前の要件確認が重要である。 

また、実証受託事業者から市町村職員へ事務運用の提案も審議をスムーズに進めるうえで重

要となる。 

 

② 固定資産税業務の細分化 
大分県では、グラフ上より、固定資産税の要件の多さと審議時間の多さが見てとれる。 

一方で宮崎県では、固定資産税を細分化し協議を行っていたこともあり、グラフ上では要件

の多さが見えない。 

細分化して協議を行った理由としては、人口規模の多い市町村ではひとつの業務を分業化し

ているためである。 

例えば、固定資産税は「土地」、「家屋」、「償却資産」、「課税・共通（証明や共有資産管理な

ど）」の４つに細分化し協議を行った。 

細分化することにより必要な協議に必要な職員が出席できたため、要件協議の結論が比較的

短時間で得ることができた。 

但し、人口規模が小さな団体では分業化されていないことが多いため、固定資産税にかかる

全ての業務に一人の職員が出席する必要が発生することになる。 

人口規模に応じて市町村の機構や業務の管轄が異なっていることは、ＢＰＲを進める上では

十分留意すべきと考える。 
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(4) １要件ごとの審議時間数における分析 

要件定義の素案数と要件１件ごとの平均審議時間数について度数分布グラフで分析・評価した。 

業務部会で１要件ごとの審議時間を計測していないため、要件１件ごとの平均審議時間について

は以下の式で一律に求めている。 

 

「要件１件ごとの平均審議時間」 ＝ 「業務部会の開催時間」÷「素案数」 

 

要件ごと審議時間と素案数　大分

固定資産税

宛名管理

国民健康保険（賦課）

国民健康保険（給付）

文書管理
0

20

40

60

80

100

120

140

160

0

.
0

2

0
.
0

4

0
.
0

6

0
.
0

8

0
.
0

1

0
0
.

0

１要件あたり審議時間（分）

素案数

（件）

 
 

 

要件ごと審議時間と素案数　宮崎

人口統計
印鑑登録

国民年金

健康管理（成人健診）

0

20

40

60

80

100

120

140

160

0

.
0

2

0
.
0

4

0
.
0

6

0
.
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0
.
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1

0
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.

0

１要件あたり審議時間（分）

素案数

（件）
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「案件ごと審議時間と素案数」の度数分布グラフより要件の起因と審議時間との関連を以下のと

おり分析した。 

 

1) 大分県での特徴 
１要件ごとの平均審議時間数が多い傾向にある。 

特に国民健康保険（賦課）、固定資産税と文書管理、宛名管理、国民健康保険（給付）について、

その傾向が強いように見うけられる。 

それぞれの審議時間と要件数は以下のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

① １要件ごと平均審議時間が短い業務の要因 
国民健康保険（賦課）について、「６－１ (2) 開催数における分析」と同様の要因が確認

できた。 

素案数は多いものの、取下げとなった要件やパッケージで標準実装されている機能が多かっ

たため、審議対象となった要件が少なくなっていた。 

固定資産税についても国民健康保険（賦課）ほどではないが、取下げとなった要件やパッケ

ージで標準実装されている機能があったため、審議対象となった要件が少なくなったことによ

ると考えられる。 

 

② １要件ごと平均審議時間が長い業務の要因 
文書管理、宛名管理、財務会計について、以下の要因により１要件ごとの審議時間が長くな

っていることがわかった。 

 

a． 文書管理と案件ごとの審議時間 
追加要件が少なかったため、第１回目の会議では、機能説明を中心にデモを実施し、追加

要件の洗いだしに時間がかかった。 

また、集合形式での協議を実施したため、意見交換が活発に行われ、協議に時間を費やし

たことも要因である。 

 

b． 宛名管理と案件ごとの審議時間 
事務統一に向けて各市で時間をかけて協議を行った。又、複数回の協議を行ったため１要

件あたりの審議に時間がかかった。 

 

要  求 
通所住所 CDで住所を設定しているため、コードで管理を行えること。 

 

必 要 性 

住民基本台帳と行政基本がイコールであること。 

・現状確認 

日田市：通称住所を主たる住所として使用している。 

    大字住所では範囲が大きいため、細かく区切った通称を使用している。 

    通称住所 CDは４桁の連番で使用中である。 

杵築市：通称住所は使用していない。 

宇佐市：通称住所は使用していない。 

 

検討結果 

個別扱いとする。 

・但し、日田市様において別府・大分の状況を確認していただき、必要があれ

ば再協議する。 

 

 

・ 上記は通称住所の使用に関する案件で、日田市のみで必要な要件であったが、各市で対応

について時間をかけて協議をおこなった。 

 

業務   審議時間（分）  要件数  特徴  

国民健康保険（賦課）      ５分   ９４件  審議時間が短い 

文書管理         ５４分    ５件  審議時間が長い 

宛名管理         ４８分    ５件  審議時間が長い 

国民健康保険（給付）     ４５分    ４件  審議時間が長い 
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要  求 

現在、日田市では死亡者を宛先とした文書の送付を控えるため、住民基本台帳

で死亡入力をされた住民についてその時点での世帯主を納税管理人として設定

しています。 

 

しかし、税務課では、次のような送付先の区分けをしています。 

 死亡者 ： 相続人代表者届けを提出してもらう 

 その他 ： 納税管理人の届けを提出してもらう 

 

現在、納税管理人の区分について、死亡時に設定されたものか、届出により設

定されたものか、判断がしづらい状況となっています。 

このため、死亡者に送付しないようにすることは重要なため、次のように区分

できないか？ 

 死亡者 ： 相続人代表者届けを提出してもらう    代納者 

 その他 ： 納税管理人の届けを提出してもらう    納管人 

     ： 死亡時に自動で設定される送付先     送付先 

必 要 性 

納税を管理する上で必要となる 

 

・杵築市より提示があった資料について報告 

 ①各税とも独居老人が死亡したケースを除き新世帯主へ送付している。 

 ②軽自動車税の場合は名義変更及び廃車手続きを促すために死亡者へ送付し

ている。 

 ③杵築市としては日田市同様の自動設定でも運用可能である。（自動設定の方

が良い） 

・宇佐市としては自動設定の運用は難しいと思うし、各業務部会への確認が必

要と思う。 

 

検討結果 
日田市個別機能とします。ただし、日田市の仕様が決定次第、仕様をオープン

にし各団体の活用有無の確認を再度行います。 

 

・ 上記は「死亡時の納税管理人の自動設定に関する案件」で、日田市よりあがったが、人口

規模の相違により、各市で運用が異なり、意見の取りまとめに時間がかかった。 

 

前者は「地域特性によるもの」、後者は「人口規模の相違によるもの」であり、事務統一に

は至らず個別案件となったが、各市で統一化に向けて時間をかけて協議を行った。 

 

c． 国民健康保険（給付）と案件ごとの審議時間 
事務統一に向けて各市で時間をかけて、複数回の審議を行ったため、１要件あたりの審議

に時間がかかった。 

要  求 

昨年度より特定疾患の現況事業にかかる所得の照会が実施機関（件）から受

け回答を行っている。 

その後、変更があれば保険者から報告する必要があり毎月 200 件ほど発生し

ている。 

対象者の抽出ができないか。 

必 要 性 

宇佐市：異動があった時点で確認しようと考えている。 

杵築市：毎月２～３件程度のため宇佐市と同じ。 

 

検討結果 

統一化 

・メモ機能を使用する 

 （メモ機能内で特定疾患情報入力のルール（各市統一ルール）を策定しそれ

に従い入力することで管理する） 

 

・ 上記は「特定疾患の現況事業にかかる実施機関（県）からの所得の照会に関する要件」で

事務運用について各市で協議をおこなった。 

各市の運用をパッケージの標準機能に合わせて運用してもらう様に代替案を提案し了承を

得たが、事務運用の統一に時間がかかった。 
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2) 宮崎県での特徴 
大分県と同様に、１要件ごとの平均審議時間数が多い傾向にある。特に国民健康保険（賦課）、

固定資産税と文書管理、宛名管理、国民健康保険（給付）について、その傾向が強いように見う

けられる。 

それぞれの審議時間と要件数は以下のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

① １要件ごとの平均審議時間が短い業務の要因 
健康管理（成人健診）について、「６－１ (2) 開催数における分析」で述べたとおり、

特定健診に関する要件や類似する要件があがっていた。 

これにより、実際に審議対象となった要件が少なくなったためと考えられる。 

 

② １要件ごとの平均審議時間が長い業務の要因 
人口統計、国民年金、印鑑登録について、以下の要因により１要件ごとの平均審議時間が

長くなっていることがわかった。 

 

a. 人口統計と案件ごとの審議時間 
要件が２件ではあるが、統計にかかる県提出資料の確認や必要と判断された資料の用途を

確認してもらうなど、複数回の協議を行ったため、協議に時間を要した。 

要     求 
県報告用の外部媒体作成が行えること。 

 

必 要 性 

実証受託事業者からの確認事項 

県報告へのデータ提供事務があるか確認を行った。 

 

検討結果 

実証対象システムでは、様式第 1号の２の年齢が 1歳刻みの集計表が未実装。 

県様式１号の２へ転記する帳票は、延岡市様式が職権訂正欄あるため、延岡

市様式の年齢別住民異動統計票を基本とする。 

 

 

・ 上記は人口統計の県提出データの有無と資料提出の再確認を行い、帳票様式を県内統一す

ることにより事務統一することを模索した。宮崎県へ報告する附表があるためこの資料の

基となる帳票について、県版機能としてパッケージに実装することになった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業務   審議時間（分）  要件数  特徴  

健康管理（成人健診）      １２分  １４０件 審議時間が短い 

人口統計         １０８分   ２件  審議時間が長い 

国民年金          ８０分   ６件  審議時間が長い 

印鑑登録          ７５分   ６件  審議時間が長い 
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要   求 

統計） 

人口動態（毎月の地区別・男女別・年齢別人口数、月別死亡者数、出生児数）

年集計（出生率・特殊合計出生率・高齢化率・死亡率） 

 

人口統計 追加素案内容の数式について 

出生率・死亡率＝件数／人口×1,000 

合計特殊出生率＝｛母の年齢別出生数/同年齢の女子の人口｝の 15歳から 49

歳までの合計 

高齢化率＝65歳以上人口/人口 

後期高齢化率＝75歳以上人口/人口 

 

必 要 性 

【起因】（要因） 

業務に必要なため。 

※健康管理（成人健診）の統計として人口動態、年での集計が必要となる。 

 

検討結果 

数字が固まるのに時間がかかるため、現行の運用どおりに手処理が良いと判

断した。 

要求事項を取下げたい。 

 

 

・ 上記は健康管理の業務であり、出生率や高齢化率などを使用することがあるため、こ       

の情報が人口統計業務内で対応できるかどうか、参加団体の事務処理と照らして事務の統

一化を図った。住民届出や受理後の電算処理により、時点を把握することが困難との判断

の結果、取り下げとなった。 

 

b. 国民年金と案件ごとの審議時間 
国民年金では下記の協議に時間を要した。 

要   求 

（国民年金保険料免除申請の入力について） 

延岡市では、免除申請の内容の入力と、判定に係る所得情報の出力をバッチ

処理で情報管理部門に依頼している。 

また、継続免除についても、年金機構から送付された磁気媒体に所得情報を

取り込むことと併せて、免除申請の内容の入力を情報管理課に依頼している。 

新システムでは、年金機構から送付された磁気媒体に所得情報を取り込む際

の免除内容の入力はどのようになるのか。別途入力作業が必要である場合、バ

ッチ処理を依頼することが可能であるか教えて頂きたい。また、継続免除の処

理については約半数は手処理が必要（未申告等）であり、免除申請書（所得証

明）のプリントアウトや免除内容入力のバッチ処理を依頼することが可能であ

るか教えて頂きたい。 

 

必 要 性 

免除申請内容の入力事務の確認 

（参考）延岡市の平成21年度免除申請件数：8,603 件（うち継続免除2,363 件） 

         ※上記の件数には学生納付特例申請は含みません。 

 

検討結果 

現在は、紙媒体のみで、CSV データ出力は出来ない。CSV データの出力につい

ては、導入フェーズにおいて協議することとする。 

 

 

・ 上記要件は全ての市町村において行う「年金機構への情報提供事務」である。 

本来、同じ事務処理であるが市町村により処理手順が異なっていることが判明したため事

務処理の共通化と効率化を目的としてシステム要件を協議した。 

特に人口規模が大きい団体ではバッチ化することで事務の効率を図っているが、人口規模

の小さい団体でも同様に使用できると判断されていることが大きな協議案件であった。 

結局、この要件は標準機能（追加）としてクラウドに使用するパッケージへ搭載すること

を前提に詳細な協議を行った。 
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c. 印鑑登録と案件ごとの審議時間 
要件が６件ではあるものの印鑑登録番号の手動入力に関する協議やシステムより出力する

帳票様式の統一化に向けた協議を複数回実施したため時間を要した。 

要  求 

現在、印鑑登録番号は手動入力で行っている。印鑑登録番号一覧が登録され

ており、その番号以外を入力すると、はじくようになっているので、同じよう

にしてほしい。 

 

必 要 性 

【起因】（要因） 

現行の日向市の運用による。※手入力なので、誤った印鑑番号を取得しない

ようにするため。 

 

検討結果 

個別機能 

日向市には、総合照会のシステムが導入されており、このシステムが今回の

クラウドシステムの基本システムと同様であるため、画面照会・帳票の印字に

印鑑番号の半角カナ文字が抜けていないかの確認をお願いしたい。 

この日向市のみの案件については、導入に向けての案件とさせていただく。 

 

 

・ 上記は「印鑑登録番号の入力に関する要件」で参加団体の状況調査を踏まえて、統一でき

るかどうかを模索した。日向市で付番している印鑑番号の独自性が強かったため、個別案

件とし、導入の際に別途協議することとなった。 

 

要  求 

現在、印鑑登録に関する書類はＡ５用紙を使用している。印鑑登録原票(正

本)、印鑑登録原票(副本)、印鑑登録原票(除印)、保証人印影、世帯内登録印影

はＡ５の白紙に、印鑑登録証明書はÅ5の改ざん防止用紙に印刷できるように

してほしい。(プリンターのホッパーは最低４段欲しい :Ａ5白紙、Ａ5改ざん

防止用紙、Ａ４白紙、Ａ４改ざん防止用紙) 

 

必 要 性 

【起因】（要因） 

現在の日向市の運用による。このためプリンターのホッパーは最低 4段が必

要となる。 

 

検討結果 

個別機能 

帳票の統一が困難と判断し個別要件とする。 

 

 

・ 上記は「印鑑登録で出力する帳票のサイズに関する要件」で、日向市はＡ５サイズの様式

を使用したい意向であったが、他団体はＡ４サイズの様式でよいとのことであった。この

ため個別案件とし、本導入の際に別途協議することとなった。 

 

要     求 

印鑑登録抹消通知書 の文言  

「市民課窓口」の後に「又は最寄りの支所」を入れて欲しい。 

 

必 要 性 

【起因】（要因） 

現在の日向市の運用による。住民への案内文として記載。 

 

検討結果 

実証対象システムの実装機能を使用することにより実現が可能なためこの機能

を使用していただくことで了承。 

 

 

・ 上記は「印鑑登録抹消通知書の文言に関する要件」で参加団体の状況調査を踏まえて、パ

ッケージ機能で対応できるか模索した。パッケージ機能で対応できることが確認でき、実

装済み機能で運用することとなった。 

 

 

 



4－195 

 

要    求 

現在、「印鑑登録証引替」という機能がある。 

印鑑は同じだが、カードを紛失してカード番号だけ変える場合に、登録の廃止、

登録と２段階しなくても、「印鑑登録証引替」をすれば、  印影はそのままでカ

ード番号だけ変更できる。そのような機能がほしい。 

もし、「４８印鑑登録証再交付」が同じ機能ということであれば、印鑑異動①即

日処理欄に表示されるようにしてほしい。 

 

必 要 性 

【起因】（要因） 

実証対象システムでその機能が存在するとのことだが、実証対象システムでの

事務要領を確認したいため。 

 

検討結果 

事務手順の統一化は困難だが、システムの実装機能を使用できるためこの機能

を使用していただくことで了承。 

 

 

・ 上記は「印鑑登録証を紛失した際に印鑑を変えることなく、番号のみを変える運用に関す

る要件」であり、参加団体の事務手順の統一化を模索したが、参加団体で事務要領が異な

り、事務手順の統一化を図ることが困難であった。また、手数料の徴収についても参加団

体で異なっており、個別案件とし、本導入の際に別途協議することとなった。 

 

要    求 

該当者の氏名、住所等に「外字」や、桁あふれが発生しているデータについて

は、画面上で容易に判別できること。 

 

必 要 性 

【起因（要因）】 

実証受託事業者からの確認事項 

証明書上の桁あふれの対応について事務手順の統一化を図る必要があるため。 

 

検討結果 

各市町共に住所の桁あふれが現在発生していない。氏名については桁あふれが

発生した場合に記入いただくこととして実装している機能を使用していただく

ことで了承。 

 

 

・ 上記は「該当者の氏名、住所等に『外字』や、桁あふれが発生している際の運用に関する

要件」で参加団体の状況調査を踏まえて、パッケージ機能で対応できるか模索した。実証

対象システムの機能で対応できることが確認でき、実装済み機能で運用することとなった。 
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  ６－２ パッケージ機能の適用性 

パッケージのクラウドシステムとしての適用性を見るために、実装機能での適用率、標準機能（追

加）、県版機能の追加による適用率の評価を行った。 

 

   (1) 適用性の分類 

    パッケージの適用性を以下の３つに分類し、その累積件数をグラフ化した。 

 

 

   (2) パッケージ機能の適用率の計算式 

パッケージ機能の適用率は、標準機能の要件数に標準機能（追加）の要件数、県版機能の要件数

を加算し、基本要件数と素案数で除算したものである。 

計算式は、以下のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分類 内容説明 

標準機能での適用率 市町村からの要求件数に対し、パッケージに実装されている要件の割

合を算出したもの。 

標準機能（追加）での

適用率 

市町村からの要求件数に対し、両県で標準機能（追加）と判断された

要件の割合を算出したもの。 

県版機能での適用率 市町村からの要求件数に対し、県単位で事務統一できた要件の割合を

算出したもの。 

 

パッケージ機能の適用率 = (a + c + d + e) / (a + b) 

 

a. 基本要件数 

b. 素案数（追加要件－取下数） ＝ （c + d + e + f) 

c. 標準機能となった要件数 

d. 標準機能（追加）となった要件数 

e. 県版機能となっと要件数 

f. 個別機能となった要件数 
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   (3) グラフによる考察 

    1) 大分県・宮崎県での特徴 

パッケージ機能の適用性　大分・宮崎　全体

60.0%

65.0%

70.0%

75.0%

80.0%

85.0%

90.0%

95.0%

100.0%

住
民
記
録

印
鑑
登
録

外
国
人
登
録

選
挙
人
名
簿

総
合
窓
口

学
校
教
育

国
民
年
金

個
人
住
民
税

法
人
住
民
税

軽
自
動
車
税

固
定
資
産
税

宛
名
管
理

収
納
滞
納
国
保

・
資
格

国
保

・
賦
課

国
保

・
給
付

長
寿
医
療

児
童
福
祉

障
害
者
福
祉

高
齢
者
福
祉

ひ
と
り
親
福
祉

生
活
保
護

介
護
保
険

成
人
健
診

母
子
健
診

予
防
接
種

乳
幼
児
医
療

重
度
障
害
者

　
　
　

実装率

県版機能での適用率
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率
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大分県・宮崎県をあわせた全要件に関するパッケージ機能の適用率は、全業務の最低値である

健康管理(成人健診)でも、７９．７％であった。 

 

 <健康管理(成人健診)> 

  パッケージ機能での適用率 = (63 + 99 + 6 + 28) / (63 + 183) = 79.7% 

 

     ① 健康管理（成人健診）におけるパッケージ機能の適用率が低い点 

健康管理(成人健診)は、パッケージ機能の適用率が他業務の適用率と比較し、低い傾向であ

ることが確認できた。低くなる要因は以下と考えられる。 

 

・ 市町村ごとでの業務形態の違い 

小規模の市町村では、職員が複数業務を掛け持ちしていることが多く、健診業務を外部機

関へ委託していることがわかった。 

業務パッケージに求める機能は、健診対象者一覧を出力できることに絞られ、職員は健診

対象者一覧を外部機関へ渡し、後は外部機関が住民向けの通知はがき送付から健診受付など

の業務を担っていた。 

一方、大規模の市町村は、職員が健診業務の健診案内作成や発送事務を実施しており、業

務パッケージには様々な機能が必要とされた。 

これらの要因により、パッケージ機能の適用率が低い傾向であったと推測する。 

 

・ 外部機関との連携インターフェースの仕様に統一規約がない 

市町村は、健診結果を外部機関から媒体（ＦＤやＣＤ－ＲＯＭなど）および健診結果帳票

としてデータを受け取っている。 

小規模の市町村は、健診結果帳票から業務パッケージのオンライン機能からデータ入力を

行うことができるほどの件数であるが、大規模の市町村では、媒体データを一括入力（一括

取り込み）できる機能が必要であった。 

しかし、外部機関から受領する媒体データのレコードレイアウトは、市町村が委託してい

る外部機関ごとに違いがあり、業務パッケージの機能ではそのままのレイアウト仕様ではデ

ータの一括入力（一括取り込み）の機能が利用できなかった。 

一括入力（一括取り込み）の機能を利用するためには、外部機関から受領する媒体データ

のレコードレイアウトに合わせ、パッケージにカスタマイズを行う必要があった。 
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② ＢＰＲの効果が高いと考えられる業務 

１００件以上の要件数でＢＰＲ協議を行った結果、高い伸び率となった国民健康保険（賦課）

のグラフの縦軸に着目する。 

 

それぞれの適用率をみると以下のとおりとなった。 

a．標準機能での適用率     ： ８９％ 

b．標準機能（追加）での適用率 ： ９６％（a．からの伸び率は、７ポイント） 

c．県版機能の追加による適用率 ： ９６％（b．からの伸び率は、０ポイント） 

 

ＢＰＲを推進する中で、市町村から提示された業務要件が標準機能（追加）、県版機能と判定

された｢b.｣、｢c.｣が事務統一できた要件であることがいえる。 

ＢＰＲを推進することで、要件数が多い業務であってもパッケージ機能の適用率が７ポイン

トアップしていることが確認できた。 

この結果から、ＢＰＲの活動を行うことは市町村の事務の標準化を進める上でも有効である

といえる。 

市町村事務の標準化が図れると、事務処理手順に疑問が生じた場合でも、市町村間で相談し

問題の共有と解決が行えるというメリットがあると考えられる。 

国民健康保険（資格）についても同様な結果となっている。 

 

    2) 各県での特徴 

宮崎県では長寿医療業務に関するＢＰＲを行っているが、大分県では協議を行っていない。

その理由として、「４－３ 『事務共通化運用実証（ＢＰＲ）』の実施手順」に記載のとおり、

宮崎県では本運用を見据えた協議を行ったためである。 

 

     ① 大分県での特徴 

パッケージ機能の適用性　大分
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大分県のパッケージ機能の適用率は、最低値である健康管理(成人健診)でも、８６．８％で

あった。 

 

       <健康管理(成人健診)> 

  パッケージ機能での適用率 = (63 + 14 + 2 +  0) / (63 +  28) = 86.8% 

 

 ＜内部情報業務＞ 

大分県で実証に利用した内部情報システムは、パッケージ機能の適用率が平均９７％以上と



4－199 

非常に高い水準であった。 

 

② 宮崎県での特徴 

パッケージ機能の適用性　宮崎
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宮崎県のパッケージ機能の適用率は、最低値である健康管理(成人健診)でも、８２．６％で

あった。 

 

 <健康管理(成人健診)> 

  パッケージ機能での適用率 = (63 + 85 + 4 + 28) / (63 + 155) = 82.6% 

 

また、宮崎県では福祉業務の生活保護のパッケージ適用率が９０％未満となる低い水準であ

った。 

 

 ＜内部情報業務＞ 

宮崎県で利用した内部情報システムは、パッケージ機能の適用率が平均９６％以上と非常に

高い水準であった。 

 

③ 大分県・宮崎県での類似点、相違点 

 類似点は、両県とも税業務のパッケージ適用率が９０％以上と高い水準となっていた。 

相違点は、大分県の住民記録業務のパッケージ機能の適用率が、宮崎県のそれと比較すると

低くなっている。 

その要件としては、大分県日田市から、住所出力に「通称住所」を利用するという他市町村

とは違った運用の要件があがっていたためである。 

パッケージでは「通称住所」と「公称住所」はそれぞれ管理しているが、住所出力には「公

称住所」が出力される仕様となっている。 

そのため、ＢＰＲでは、日田市の個別機能と判定された。 

また宮崎県では、福祉業務の生活保護でパッケージ適用率が９０％を下回っている。 

 

考えられる要因としては、 

・ 市町村ごとに異なる帳票様式を使用しており、ＢＰＲの協議では様式の統一化ができなか

った。 

・ 市町村ごとで固有の事務運用を行っており、事務の統一化ができなかった。 

 

という２点が考えられる。 
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    3) 人口規模別での特徴 

人口規模別のグラフでは、内部情報に関するグラフを表現していない。その理由は、内部情報

の基本要件数が大分県と宮崎県で異なっており、その他の業務の適用率と比較することができな

かったためである。 

 

① 人口５万人未満 

パッケージ機能の適用性　人口５万人未満
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 パッケージの適用率がすべての業務で９０％以上に達していることが確認できた。 

 人口５万人未満では、パッケージに実装された機能での業務運用が可能であるといえる。 

 

     ② 人口５万人以上１０万人未満 

パッケージ機能の適用性　人口５万人以上１０万人未満
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 福祉業務の介護保険、健康管理（成人健診）のパッケージ適用率が９０％未満となっていた。 

 

 介護保険のパッケージ適用率が低い理由は、他システムである認定ソフトや滞納管理システ

ムとの連携要件が多いためであった。 

 

 人口５万人以上１０万人未満では、福祉業務の一部を除き、パッケージに実装された機能で

の業務運用が可能であるといえる。 

 

     ③ 人口１０万人以上 

パッケージ機能の適用性　人口１０万人以上
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人口規模で比較した結果、地域特徴の結果と同様に健康管理（成人健診）のパッケージ機能の

適用率が低いことがわかった。 

 

 このように、人口規模ごとに市町村が求める業務運用、要件が異なってくるので、今後、クラ

ウド化を推進する市町村は、できるだけ早い段階で自庁の業務運用、要件に合ったクラウドシス

テムを選択することができるかどうかが非常に重要であるといえる。 
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    4) 業務サービスを集約 

 住民情報関連業務、税業務、国民健康保険、福祉業務を基幹業務として集約したグラフを作成

した。 

 

パッケージ機能の適用性　全体
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     ① クラウドシステムとしてのパッケージ機能の適用性 

 パッケージ機能の適用性 全体のグラフからそれぞれの適用率が確認できた。 

 ・標準機能での適用率が、８７．６％であった。 

 ・標準機能（追加）での適用率が、 ６．０％であった。 

 ・県版機能での適用率が、 ０．４％であった。 

 

 パッケージ機能の適用率は、全体で９４．０％と高い水準であった。このことから本実証で

利用したパッケージは、自治体クラウドで使用するパッケージとして利用できる水準であった

といえる。 
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  ６－３ 業務サービスの適用性 

 ＢＰＲの結果、求められるサービス要件に対するシステム標準化の容易性を度数分布グラフにて評

価した。 

 

(1) 度数分布の見方 

 市町村から提出された要件に対するシステム標準化の容易性をグラフに表現した。 

 

「サービスに求められる要件」とは、要件定義１工程または要件定義２工程で洗い出された基本要

件数と素案数を加算した値である。 

 

「標準化の容易性」とは、ＢＰＲの結果、個別機能（標準機能・標準機能（追加）・県版機能以外）

と判定された要件数を「サービスに求められる要件」数で除算した値である。 

 

 内部情報に関する分布値は、「パッケージの適用性 大分県」「パッケージの適用性 宮崎県」の

２つのグラフのみに表現している。大分県、宮崎県で基本要件数に差があるためである。 

 

(2) グラフによる考察 

1) 大分県・宮崎県での特徴 

パッケージの適用性　大分県・宮崎県　全体
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上図の度数分布グラフから以下のことが確認できた。 

・ サービスに求められる要件数が多いが標準化の容易性が「易い」業務 

税業務 ･･･固定資産税 

 

・ 標準化の容易性が「難しい」業務 

福祉業務 ･･･健康管理（成人健診）」 

 

固定資産税業務は「法制度による業務」のため標準化の容易性が「易」と考えられる。。 

これに対して健康管理（成人健診）は「市町村の裁量がある業務」のため「標準化の容易性」

が「難」に位置していると考えられる。 

なお、固定資産税は「土地」・「家屋」・「償却資産」・「課税」の業務にわかれるが、表記上は合

算しているため要件数が多くなっている。 
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    2) 各県での特徴 

① 大分県での特徴 

パッケージの適用性　　大分県
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上図の度数分布グラフから以下のことが確認できた。 

・ サービスに求められる要件数が多いが標準化の容易性が「易い」業務 

税業務 ･･･固定資産税 

 

・ 標準化の容易性が「難しい」業務 

福祉業務 ･･･健康管理（成人健診） 

 

     ② 宮崎県での特徴 

パッケージの適用性　　宮崎県
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上図の度数分布グラフから以下のことが確認できた。 

・ サービスに求められる要件数が多いが標準化の容易性が「易い」業務 

  内部情報 ･･･財務会計 

税業務 ･･･固定資産税 

 

・ 標準化の容易性が「難しい」業務 

福祉業務 ･･･健康管理（成人健診） 
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     ③ 大分県・宮崎県での類似点、相違点 

 （類似点） 

・ 標準化の容易性に関して、両県ともに「易」に偏っていることが確認できた。 

 

ＢＰＲの協議での参加団体の考え方がグラフに表れた。 

市町村は、サービスに求められる要件を標準機能（追加）・県版機能へ判定されるべく協議

を進め、クラウドシステムでの個別機能（単独でのカスタマイズ）をできるだけ抑えたいと

いう考えがあった。 

また、固定資産税、健康管理（成人健診）は、両県でほぼ同じような分布であった。 

 

 （相違点） 

・ 宮崎県では、内部情報（財務会計）の分布が大分県と違っていた。 

 

大分県の参加団体では、実証で使用したパッケージと同ベンダーの同製品を導入しており、

本実証では既存パッケージのバージョンアップ版を利用した。 

そのため、サービスに求める要件に対するギャップが発生しなかったと考える。 

一方、宮崎県の参加団体では、既存パッケージと実証で使用したパッケージに違いがあり、

サービスに求める要件に対するフィット＆ギャップ分析が多く発生していた。 

 

     ④ 内部情報システムの適用性 

 内部情報は、両県とも十分なパッケージの適用性を持ったシステムであった。 

 ・大分県では、最低値である財務会計でもパッケージの適用率が９７．５％であった。 

 ・宮崎県では、最低値である財務会計でもパッケージの適用率が９４．５％であった。 

 

    2) 人口規模別での特徴 

人口規模の違いでどのような要素が変動するか分析する。 

 

① 人口５万人未満 

パッケージの適用性　　人口５万人未満
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     ② 人口５万人以上１０万人未満 

パッケージの適用性　　人口５万人以上１０万人未満
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     ③ 人口１０万人以上 

パッケージの適用性　　人口１０万人以上
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上図の人口規模が異なる度数分布グラフから以下のことを確認できた。 

 

・ サービスに求められる要件数が多いが標準化の容易性が「易い」業務 

税業務 ･･･固定資産税 

 

・ 標準化の容易性が「難しい」業務 

福祉業務 ･･･健康管理（成人健診） 

 

特筆すべきは人口規模が大きくなるにつれ「健康管理（成人健診）」の標準化の容易性が「難」

となる傾向がある。これにより市町村の規模が大きくなることで「市町村の裁量がある事務」

が大きくなることが確認できた。 
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    3) 業務サービスを集約 

 度数分布グラフを住民情報、税業務、国民健康保険業務、福祉業務、内部情報に集約した。 

 

パッケージの適用性　大分県・宮崎県　全体
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 全体的に、標準化の容易性は１０％以下と「易」に偏っていることが確認できた。 

 

税業務や福祉業務は、標準化の容易性が「難」の方向にプロットされることを予測していたが、

結果的には「易」側に偏った。 

何故、税業務や福祉業務の標準化の容易性が「易」に偏ったのか。 

・ 福祉業務では、サービスに求められる要件数が１２００件を超えているが、ほとんどが健康

管理に関する要件であり、市町村の条例や規約に関わる要件が少なかった。 

・ 税業務では、サービスに求められる要件数が１３５０件を超えているが、ほとんどが標準機

能に実装されている要件であった。また、パッケージの実装機能に市町村の事務運用を合わ

せることにより標準機能となった要件もあり、標準化の容易性が「易」に偏ったと考えられ

る。 

 

福祉業務は、国の制度や県、市町村条例をもとに多岐に渡る複雑な業務であるが、その割にＢ

ＰＲで洗い出しを行ったサービスに求められる要件数は十分なものではなかったと考えられる。 

小規模な市町村の福祉業務担当者は複数の業務を掛け持ちしているため、ＢＰＲに関する活動

が負担となり、十分な時間を確保することができなかったとも考えられる。 

 

内部情報は、サービスに求められる要件数が大分県と宮崎県で異なるが、標準化の容易性は同

様な分布となっていることが確認できた。 
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  ６－４ 要件の効果分析 

事務の統一化を図ることでどのような効果が上がったか分析する。 

各分類別の構成率による傾向を評価する。 

 

(1) 効果分析の分類 

 効果分析を以下の３つに分類した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

   (2) グラフによる考察 

1) 大分県・宮崎県での特徴 

要件の効果分析　大分・宮崎　全体

0%

2%

2%

6%

3%

100%

95%

98%

94%

96%

0%

2%

0%

0%

1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

内部情報（件数：174）　　　　　　

福祉業務（件数：451）　　　　　　

国民健康保険（件数：277）　　　

税業務（件数：305）　　　　　　　 

住民情報関連業務(件数：128）

住民サービス 事務効率化 コスト削減

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分類 内容説明 

住民サービス 市町村が行う業務が「住民へのサービスに影響を及ぼす」要件を集計 

事務効率化 標準機能に少し工夫をすることで「単純なミスや事務効率を阻害する事象を未

然に防止できる」要件を集計 

コスト削減 人が作業するよりシステムの機能を利用することで「作業に掛かるコストの削

減が見込める」要件を集計 
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    2) 各県での特徴 

① 大分県での特徴 

要件の効果分析　大分

0%

1%

2%

6%

1%

100%

96%

98%

94%

99%

0%

4%

0%

0%

0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

内部情報（件数：30）　　　　　　

福祉業務（件数：142）　　　　　 

国民健康保険（件数：109）　　　

税業務（件数：163）　　　　　　　 

住民情報関連業務(件数：74）　

住民サービス 事務効率化 コスト削減

 
 

     ② 宮崎県での特徴 

要件の効果分析　宮崎

0%

3%

2%

6%

6%

100%

95%

98%

93%

93%

0%

2%

0%

1%

2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

内部情報（件数：144）　　　　　　

福祉業務（件数：309）　　　　　　

国民健康保険（件数：168）　　　 

税業務（件数：142）　　　　　　　 

住民情報関連業務(件数：54）　

住民サービス 事務効率化 コスト削減
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3) 人口規模での特徴 

① 人口５万人未満 

要件の効果分析　人口５万人未満

0%

2%

2%

5%

0%

100%

94%

98%

95%

100%

0%

4%

0%

0%

0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

内部情報（件数：19）　　　　　　

福祉業務（件数：159）　　　　　  

国民健康保険（件数：61）　　　 

税業務（件数：66）　　　　　　　　

住民情報関連業務(件数：43）　

住民サービス 事務効率化 コスト削減

大分県　　　　　　宮崎県
　　　　臼杵市　　　　　　串間市
　　　　杵築市　　　　　　綾　町
　　　　由布市　　　　　　門川町

 
 

② 人口５万人以上１０万人未満 

要件の効果分析　人口５万人以上１０万人未満

0%

1%

2%

6%

7%

100%

97%

98%

94%

93%

0%

2%

0%

0%

0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

内部情報（件数：28）　　　　　　　

福祉業務（件数：176）　　　　　　 

国民健康保険（件数：121）　　　 

税業務（件数：147）　　　　　　　　

住民情報関連業務(件数：59）　　

住民サービス 事務効率化 コスト削減

大分県　　　　　　宮崎県
　　　　日田市　　　　　　日向市
　　　　宇佐市
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     ③ 人口１０万人以上 

要件の効果分析　人口１０万人以上

0%

4%

3%

7%

0%

100%

96%

97%

92%

96%

0%

0%

0%

1%

4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

内部情報（件数：127）　　　　　　　

福祉業務（件数：124）　　　　　　　

国民健康保険（件数：95）　　　 　

税業務（件数：92）　　　　　　　　　

住民情報関連業務(件数：26）　　

住民サービス 事務効率化 コスト削減

大分県　　　　　宮崎県
　　　　なし　　　　　　　延岡市
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    4) 効果分析の分類ごとの考察 

 地域性や人口規模により、グラフの分布に大きな偏りが見られなかったため、効果分析の分類

ごとに考察を行った。 

 

① 住民サービス 

 住民情報関連業務に住民サービスに関する要件があがっている。 

 

 住民への通知書の文言を変更する要件であった。 

 ＢＰＲの中で帳票様式、帳票文言を統一化していくことは市町村同士の意見調整に時間を必

要とした。市町村には、今まで住民に通知していた内容が変更されると住民サービスの低下を

招くのではないかという懸念があった。 

 

 ＢＰＲでは、帳票様式の統一化に関わる協議時間が多く、市町村間での調整協議が活発に行

われていた。 

 

② 事務効率化 

 自動計算や日付の初期設定、他業務への画面遷移、市町村の内部事務に関するチェック用帳

票の出力に関する要件が多かった。 

 

 内部事務に関する考え方は、市町村によって異なっており、内部事務で使用するチェック用

の帳票や機能の仕様も市町村によって異なってくる。 

 従来は市町村単独でシステム導入を行う場合は、内部事務に必要な機能を市町村独自で構築

していたが、今後事務統一を行い、共通マニュアルを整備することで、事務効率化が可能とな

ると考える。 

 

③ コスト削減 

 福祉業務にコスト削減に関する要件があがっていた。それは、健康管理にて外部機関からの

健診結果取り込みを一括入力できることという要件であった。 

 

 大規模な市町村では、健診サービスを受診する住民数も多く、その結果をパッケージのオン

ライン画面から１件１件入力することは職員の負荷を考えると不可能である。 

 コスト削減を行うためには、データの一括入力（一括取り込み）ができる機能を有している

必要がある。 

 

 特に、外部データを受入れる運用がある業務には、一括入力（一括取り込み）機能のパッケ

ージ実装が職員の負荷軽減につながり、コスト削減にもつながる。更には、事務効率化にもつ

ながると考える。 
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６－５ 実装機能による代替案で対応できた業務要件 

 各団体で統一されてない事務をどのような方法で統一したかについて分析した。 

 

(1) 代替案の分類 

代替案を以下の６つに分類した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) グラフによる考察 

1) 大分県、宮崎県での特徴 

実装機能による代替案で対応できた業務要件　大分・宮崎　全体

1%

51%

0%

35%

68%

5%

0%

3%

9%

14%

0%

23%

23%

14%

8%

3%

0%

0%

0%

13%

0%

98%

16%

92%

23%

0%

0%0%

1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

内部情報（件数：109）　　　　　

福祉業務（件数：37）　　　　　　

国民健康保険（件数：53）　　　

税業務（件数：31）　　　　　　　 

住民情報関連業務（件数：22）

汎用抽出 マルチ画面 パラメータ メモ機能 事務運用 その他

 
 

 

分類 内容説明 

汎用抽出  パッケージは、任意の条件を指定し、条件に合致したデータを外部ファイルへ出力

できる機能が実装されている。 

 その機能を利用することで業務運用をパッケージに合わせることができる要件を集

計したもの。 

マルチ画面  パッケージは、他業務の情報が表示された画面を複数同時に起動することができる

機能が実装されている。 

 その機能を利用することで業務運用をパッケージに合わせることができる要件を集

計したもの。 

パラメータ  パッケージは、パラメータを設定変更することによって市町村の特性に合わせた動

作へシステムを変更できる機能が実装されている。 

 その機能を利用することで業務運用をパッケージに合わせることができる要件を集

計したもの。 

メモ機能  パッケージは、業務共通で住民ごとにフリーワードでメモを記録できる機能が実装

されている。 

 その機能を利用することで業務運用をパッケージに合わせることができる要件を集

計したもの。 

事務運用  パッケージは、月次処理や一括帳票の出力処理を実行権限を持った業務担当が、必

要なときに実行できる機能が実装されている。 

 その機能を利用することで業務運用をパッケージに合わせることができる要件を集

計したもの。 

その他 市町村の要件に対して、実証受託事業者からの提案（代替案提示）でパッケージに事

務運用を合わせることができると判断された要件を集計したもの。 
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・汎用抽出機能で問題解決できる案件が多かった業務 

  住民情報関係業務、福祉業務 

・パラメータ設定で問題解決ができる案件が多かった業務 

  税業務 

・その他（実証受託事業者からの提案）で問題解決ができる案件が多かった業務 

  国民健康保険、内部情報 

 

2) 各県での特徴 

① 大分県での特徴 

実装機能による代替案で対応できた業務要件　大分

50%

50%

0%

32%

54%

0%

0%

0%

5%

15%

0%

10%

0%

32%

31%

0%

20%

20%

5%

0%

50%

0%

0%

16%

0%

0%

20%

80%

11%

0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

内部情報（件数：2）　　　　　　　

福祉業務（件数：10）　　　　　　

国民健康保険（件数：10）　　　

税業務（件数：19）　　　　　　　 

住民情報関連業務（件数：13）

汎用抽出 マルチ画面 パラメータ メモ機能 事務運用 その他

 
 

② 宮崎県での特徴 

実装機能による代替案で対応できた業務要件　宮崎

0%

52%

42%

89%

0%

7%

0%

0%

0%

15%

8%

11%

0%

11%

0%

0%

0%

0%

8%

0%

100%

15%

95%

42%

0%

0%

0%
0%

5%
0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

内部情報（件数：107）　　　　　

福祉業務（件数：27）　　　　　　

国民健康保険（件数：43）　　　

税業務（件数：12）　　　　　　　 

住民情報関連業務（件数：9）　

汎用抽出 マルチ画面 パラメータ メモ機能 事務運用 その他

 
 



4－215 

 

 大分県、宮崎県ともに汎用抽出機能にて問題解決ができることがわかった。 

 宮崎県の内部情報に関しては、その他（実証受託事業者からの提案）で１００％の問題解決

ができることがみてとれる。 

 

 国民健康保険は、汎用抽出機能に関する代替案があがっていなかった。 

 

 パッケージでは、定期的に提出しなければならない統計資料は標準機能として実装されてお

り、汎用抽出機能の必要性がなかったと考えられる。 

 また、随時に必要となる統計数値の収集は、市町村の電算担当者が汎用抽出を使い、抽出結

果を業務担当者に提示しているというのが現状の運用であった。市町村の業務担当者は、汎用

抽出機能が不要ということではなく、必要性の認識が低かったものと推測できる。 

 

3) 人口規模別での特徴 

① 人口５万人未満 

実装機能による代替案で対応できた業務要件　５万人未満

0%

67%

0%

55%

78%

0%

0%

0%
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0%

13%

0%

27%

22%
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0%

0%
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0%

0%

0%

100%

13%

100%

9%

0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

内部情報（件数：12）　　　　　　

福祉業務（件数：15）　　　　　　

国民健康保険（件数：9）　　　　

税業務（件数：11）　　　　　　　  

住民情報関連業務（件数：9）　

汎用抽出 マルチ画面 パラメータ メモ機能 事務運用 その他

大分県　　　　　　宮崎県
　　　　臼杵市　　　　　　串間市
　　　　杵築市　　　　　　綾町
　　　　由布市　　　　　　門川町

 
 

 ５万人未満の小規模市町村においても、汎用抽出機能にて問題解決ができることがわかった。 
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② 人口５万人以上１０万人未満 

実装機能による代替案で対応できた業務要件　５万人以上１０万人未満

25%

38%

0%

33%

0%
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0%
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0%

50%

0%

23%

0%

20%

50%
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31%

19%
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27%
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50%

8%

81%

13%

0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

内部情報（件数：4）　　　　　　

福祉業務（件数：13）　　　　　

国民健康保険（件数：16）　　

税業務（件数：15） 　　　　　   

住民情報関連業務（件数：4）

汎用抽出 マルチ画面 パラメータ メモ機能 事務運用 その他

大分県　　　　　宮崎県
　　　　日田市　　　　　日向市
　　　　宇佐市

 
 

 ５万人以上１０万人未満のグラフでは、マルチ画面機能にて問題解決ができることがわかっ

た。 

 

 数多くの異動データ入力を行う際に、他業務の情報を参照する必要性・頻度が高まっており、

業務効率の向上や住民サービスの向上（ワンストップ化）を意識した機能が必要とされた。 

 

 パラメータにて問題解決ができる割合が、他の人口規模のグラフと比較し多いことがわかっ

た。 

 

 特に住民情報関連業務、税業務、福祉業務については、５万人以上１０万人未満の人口規模

に、パッケージは多く導入されており、導入市町村からの意見でパッケージの機能アップが行

われてきた経緯があることから、この人口規模にパラメータ機能の代替案がフィットしたもの

と考えられる。 
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③ 人口１０万人以上 

実装機能による代替案で対応できた業務要件　１０万人以上

0%

44%

0%

89%
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22%
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20%

11%
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33%

96%

80%
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0%0%0%

4%

0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

内部情報（件数：93）　　　　　

福祉業務（件数：9）　　　　　　

国民健康保険（件数：28）　　

税業務（件数：5）　　　　　　　 

住民情報関連業務（件数：9）

汎用抽出 マルチ画面 パラメータ メモ機能 事務運用 その他

大分県　　　　宮崎県
　　　　なし　　　　　　延岡市

 
 

 １０万人以上のグラフでは、汎用抽出機能に対する要求が税業務では発生していない。 

 

 １０万人以上の市町村では、協議の中で市町村の電算担当者が業務担当者からの依頼により、

汎用抽出機能を利用し、データの抽出を行っていることがわかった。 

 このことから汎用抽出機能は不要ということではなく、業務担当者は必要性の認識が低いと

考えられ、電算担当者への依存度が高いことが推測できる。 

 また、大規模市町村になると、事務件数が多く、汎用抽出機能を利用した事務は業務担当者

にとって、大きな負担となることから、汎用抽出機能を利用した代替案は現実的ではない業務

もあることがわかった。 
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(3) 業務サービスを集約 

 住民情報関連業務、税業務、国民健康保険、福祉業務を基幹業務として集約したグラフを作成し

た。 

実装機能による代替案で対応できた業務要件　大分・宮崎　全体

31% 3% 12% 7% 3%

98%

43%

1%

0%0%0%

1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

内部情報（件数：109）　　　　　　

基幹業務（件数：143）　　　　　　

汎用抽出 マルチ画面 パラメータ メモ機能 事務運用 その他

 
 

1) 汎用抽出機能の有効性 

 汎用抽出機能で問題解決ができる要件が基幹業務では３０％であった。 

 

 汎用抽出機能は、市町村の業務担当者が行っている内部事務を効率化する支援機能として効果

が期待できる。市町村の業務担当のコンピュータリテラシは向上しており、基礎データを自ら加

工し、業務に有効なドキュメントを作成できる技量を持っていた。 

 ＢＰＲの協議を通じ、市町村の業務担当者からも汎用抽出機能が期待されていることがうかが

えた。 

 

2) ｢その他｣の代替案 

 実証受託事業者からの提案で「パッケージでの運用が可能な要件」が基幹系では４５％であっ

た。 

内部情報では９８％であった。 

 

 「その他」の代替案は、市町村からの要件に対し、実証受託事業者からパッケージを利用した

運用手順や運用方法の代替案を提示した。その内容を市町村と協議し、合意を得ることができた

要件である。市町村の事務運用をパッケージに合わせることができる要件が多いことが確認でき

た。 

 

 内部情報で「その他」が多い理由として、宮崎県延岡市では既存システムの機能と本実証で採

用したパッケージの機能の要件に対し、フィット＆ギャップ分析を行ったためである。 
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６－６ 県版機能について 

  今回のＢＰＲで県の施策事業などによる要件の違いとして取り上げるものはなかった。 

そこで、県への報告用資料として既存システムで出力されている帳票またはファイルを大分県で２市、

宮崎県で３市の調査を行った。 

各県の報告用として処理されている主な帳票の一覧は【資料６－６－１】のとおりである。 

短期間での調査のため全業務の調査はできておらず一覧にあがった業務のみとなった。 

 

資料にあげられた帳票名称は、県の報告資料と同じものもあるが、補足資料として出力されている

ものもある。 

 

(1) 大分県への報告用資料 

 大分県の調査を行った団体で、出力されたものがそのまま県へ提出されているものは、「種別」

がファイルのみであり、帳票で出力されたものについては、国民年金の異動報告書など一部で殆

どが担当者による転記での提出であった。 

 それは、先に述べたように出力された結果に他の情報も合わせるなどして調整を行っていると

のことであった。 

 

(2) 宮崎県への報告資料 
 宮崎県においても調査を行った団体では、ファイルで出力されているもの以外はすべて担当者

が転記を行っている結果であった。転記している理由も大分県の場合と同じであった。 

 

(3) 大分県と宮崎県との帳票種類の比較 
大分県では、児童福祉と障害福祉が調査できていることを除いて、宮崎県と比較すると大分県

であげられた帳票のほとんどが宮崎県の一覧の中に包含されている。すなわち、一覧の一方しか

あがってない帳票は補足資料または県指定の追加帳票と考えられるが、今回そこまで調査できて

いないが、宮崎県で国民健康保険基盤安定負担金の交付申請等にかかわる資料で県様式が別途提

示されているものがあった。【資料６－６－２】 

なお、個人住民税の「課税状況調べ」や固定資産税の「概要調書」「評価変動割合調べ」などは

県より配布を受けた専用ツールの入力仕様に合わせることでチェックの作業工数も削減できるな

どにより普及しており参加団体で共通化が図られている。 

国民健康保険や介護保険についても国保連合会の指導でファイル連携が基本となっていること

により共通化が図られている。 

その他の帳票による県報告についても実証受託事業者は詳細に調査をして各県で仕様の差があ

れば、積極的に提言することが必要である。 

 


